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●日本史上最大の地震！
原子力発電で日本初の炉心溶融
被爆者拡大の恐れ
3月11日14時46分頃、宮城県沖を震源とする大地震が東日本を襲った。震源地に近い宮城県で震度7、マグネチュード9.0とされる日本史上最大の地震は、最大で25メートルの津波を引き起こし、沿岸500kmにわたり集落や市街地を押し流していった。死者・行方不明者は30,000人に近づき、20万人が避難民となった。宮城県の南三陸町では人口1万8千人のうち6割にあたる1万人が行方不明と言われている。都内でも、震度5強の地震が襲ったが、高速道路や鉄道は全てストップした。都内で勤務中だった筆者は10数km離れた自宅まで徒歩で約3時間かけて帰ったが、道は自動車やトラックで渋滞し、歩道は帰宅を急ぐ人たちであふれた。
そして、この地震は、日本政府が地球温暖化対策やエネルギー政策の切り札として増設をめざしていた原子力発電施設に深刻な影響を与えた。日本にある40数基の原発のうち11基が緊急停止したが、福島県にある東京電力・福島第一発電所では、稼働中だった1～3号機が稼働停止したものの、原子炉内の核燃料を冷やす水の供給も停止し、核燃料の温度が上昇を始めた。水の供給を行う非常用電源は作動せず、原子炉内の水が減ることで核燃料が露出し、炉心溶融（メルトダウン）が始まり、施設内の放射線量は上昇した。施設内ではプルトニウムやセシウムが検出されている。日本政府は、原子力災害特別措置法に基づき「原子力緊急事態宣言」を出し、高まる原子炉内の圧力を下げるため、放射能を含めた水蒸気の放出を行った。この放出により、半径10km圏内の被爆量が20～50ミリシーベルト（通常の年間被爆量の20～50倍）になると試算されるため、発電所の半径20km以内の住民約18万人が避難を始めた。既に、100名を超える住民が被爆している。
3月12日15時30分頃には、1号機で原子炉の外側を囲む建物が崩壊する爆発が起き、東京電力では、1号機への冷却水の注入が間に合わないため、水の代わりになる海水と核分裂を抑えるホウ酸の注入を始めた。海水は通常の冷却水と異なり、塩分や不純物を含んでいるため資材が腐食しやすい。これは、炉心融解にともなう臨界という最悪の事態を避けるため廃炉を覚悟の上で海水を注入したもので、最後の手段と言える。
NPO「原子力資料情報室」は、放射能災害の危険性や放射性廃棄物の処理の難しさなどから、原子力の無い社会をめざしている非営利の研究機関だが、
地震発生の1時間後から情報発信を始め、記者向けに情報提供を行っている。
それによると、政府は地震発生直後に原発の状態に関する予測について報告を受けており、地震発生後7時間で炉心融解が起きることを承知しているとのことだった。原発を廃炉にしたくないために対応が遅れ、そのことが爆発や炉心融解に伴う放射能汚染を招いたのである。
現在、政府は東京電力と統合対策本部を作り、原発事故で被害を受けた人たちへの賠償方法について検討している。一時は、政府が東京電力を国有化する主張もあったが、今では東京電力の経営を存続させながら賠償責任を果たしてもらい、福島第一原発だけを切り離して別会社とし国が支援する案が検討されている。
一方、原発反対を訴え続けてきた市民団体では稼働中の原発の停止と点検、そして原発依存のエネルギー政策の転換を求める声が、次々と打ち寄せる波のように起きている。既に、環境ＮＧＯや反原発団体によるネットワーク組織が結成され、4月10日には都内で1万5千人が集まるデモが行われた。都内で1万人を超えるデモは珍しいことだが、マスコミの多くはこうした市民の動きを伝えていない。

●エネルギー気候政策
自主的な取り組みからの転換？
地球温暖化対策基本法
日本の気候変動政策は、CO2削減など自主的な取り組みに委ねられてきました。国内排出量は、その7割を産業部門の排出で占めます。中長期的な大幅削減を視野に入れれば、産業部門でしっかり削減する政策が必要不可欠です。しかし、炭素税や国内排出量取引といった経済的手法も導入されていなければ、企業の削減を義務付けるような規制もありません。その結果、発電所などは価格の安い石炭の使用が増え、排出量は年々増え続けてきたのです。現在、リーマンショック以降の景気低迷によって排出量が一時的に減ったものの、CO2を多く排出する構造が変わっていないため、京都議定書によって義務付けられている6%削減の達成も厳しい状況です。また、政策が導入されてこなかったために、国内でのグリーン産業もほとんど育ってきませんでした。
2009年8月、衆議院選挙があり、自民党政権から民主党政権へ「政権交代」が実現しました。この政権交代で市民は大いに期待しました。気候変動問題に対する政策の方向性が大きく変わり、早期実現に向けて動きだすことに希望を持っていました。なぜなら民主党は、マニフェストで中長期目標を明記した「地球温暖化対策基本法」の成立、そして目標を実現するための施策として、「キャップ＆トレード型国内排出量取引制度の導入」「地球温暖化対策税の創設」「再生可能エネルギーの全量固定価格買取制度の導入」をかかげていたからです。当時、鳩山由紀夫首相は、2020年に90年比25%削減を日本の温暖化対策の中期目標とすることを国連の場で発表し、マニフェストの実現に向けて一歩踏み出したと思われました。
ところが真っ先に取り組むと思われた「地球温暖化対策基本法案」は、いまだに成立していません。昨年の通常国会で上程されたものの鳩山前首相の突然の辞任で廃案となり、次の臨時国会でも再度上程されたものの審議されることなく、次の国会にゆだねられました。そして、今国会でも再度審議されるといいながら、国会自体が審議できるような状況ではなく、通るか通らないかもわからない状態です。それどころか、内容は国際的な合意があった場合にのみ25%削減という目標が発効するかのような「条件つき」になってしまいました。また、民主党は昨年12月に、「地球温暖化対策税」、「国内排出量取引制度」、「再生可能エネルギー全量固定価格買取制度」の温暖化対策主要3施策について「地球温暖化対策の主要３施策に対する提言」（以下「提言」）をとりまとめています。その内容は、温暖化対策に抵抗するエネルギー多消費産業への配慮した内容で、特に「キャップ&トレード型の排出量取引」の議論を凍結する方向性を示したことは、あきらかに公約違反と言えます。
地球温暖化対策税については、来年度から導入するという議論になっています。しかし、これも図のように石油石炭税への一律上乗せする形であるため、グラフのように化石燃料で最もCO2排出が大きい石炭が最も安くなり、石炭抑制へのインセンティブになっていないのです。
再生可能エネルギーについては、全量固定価格買取制度の創設に向けて議論が進められています。再生可能エネルギーの導入に向けては一歩前進といえます。しかし、エネルギー政策全体を見ると、民主党政権になった後に「エネルギー基本計画」の見直しが行われ、原子力発電や石炭発電をエネルギー供給の柱に据えた政策をこれまでよりも強く打ち出しており、化石燃料や原発依存の構造は全く変わっていません。
今、民主党政権への期待感は大きく揺らぎ、低炭素社会に向けた変化を現実のものにできていません。国内ではなかなか変化を起こしきれていませんが、中国や韓国でのリアルな政策動向は日本に刺激を与えてくれます。今後の日本の政策を前進させ低炭素社会を目指せるよう、日中韓の連携を強められたらと思います。
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●日本のNGO/NPO
日本最大のネットワーク組織
気候ネットワーク


気候ネットワークは、地球温暖化防止のために市民から提言し、行動を起こしていく環境NGO/NPOです。1997年に京都で開催された気候変動枠組み条約第3回締約国会議（COP3）を成功させるため活動した「気候フォーラム」の趣旨・活動を受け継いで、1998年4月に設立されました。地球温暖化防止のために活動する全国の市民や環境NGO/NPOのネットワークとして、多くの組織・セクターと交流・連携しながら活動を続けています。 
活動のスローガンは次の6項目です。
(1) 京都議定書の進展で世界の大幅削減を！
(2) 日本で2020年30％削減、2050年80％削減を！
(3) 環境重視の社会経済システムを！
(4) 市民・地域主導で温暖化防止の促進を！
(5) 政策決定プロセスに市民参加と情報公開を！
(6) 南北の公平を目指し、南の人々との連携を
京都議定書の約束期間2013 年以降の国際枠組みの合意を目指して2009年に開催されたCOP15 では、世界の平均気温の上昇を２℃未満におさえ、温暖化を生態系に安全な水準で安定化させるという大目標に向けて、先進国は2020 年までに1990 年比25～40％の削減が求められています。日本にとって25％以上の削減目標とその目標達成のためには、キャップ＆トレード型国内排出量取引制度や再生可能エネルギー固定価格買取制度などの創設を盛り込んだ「地球温暖化対策基本法」を制定することが求められます。
気候ネットワークでは、2008 年8 月からMAKE the RULE キャンペーンの中で基本法の制定を求めてきましたが、2009 年9 月の政権交代で、一気に期待が高まりました。新政権は25％削減目標を掲げ、日本の温暖化対策は新たな段階を迎えたといえますが、参議院で野党が過半数を得たことで与党主導による基本法の成立は難しくなるなど、多くの課題も見えてきました。
こうした法律制定の運動のほかに、地域自治体での温暖化対策モデルづくりや地域で自然エネルギー普及のための人材養成とそのネットワークづくりを目的にした自然エネルギー学校・京都、地域レベルの温暖化対策の現状と課題、条例・計画・ビジョン等について学び、地域の資源や人材の活用方法、具体的な進め方等について、ワークショップ等を通じて考える温暖化対策促進講座を行っています。
また、こどもエコライフチャレンジは、気候ネットワークと京都青年会議所との協働事業として、2005 年にスタートした環境教育プログラムで、1 回目の学習会で地球温暖化の基礎的な知識や地球温暖化と日常生活の「つながり」を学び、学習会後の休み期間には、教材「こども版環境家計簿」への取り組みを通じて各家庭で家族と一緒にエコライフに取り組み、休み明けの2 回目の学習会で、グループワークと発表を通じて取り組みを振り返り、その後の個人・家庭の取り組みや学校での活動につなげるプログラムです。
気候ネットワークは、国際交渉でも国内や地域の対策でも、NGO の視点から低炭素の時代へと牽引する情報発信を続けています。
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気候ネットワーク
http://www.kikonet.org/





















